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日本認証サービス株式会社

平成１７年４月２７日

電子入札・電子申請の実際
と今後の発展

代表取締役社長 栗原 達雄

「ユビキタスネット社会におけるプラットフォーム機能のあり方に関する研究会」資料

資料６



2

盗 聴

成りすまし

改 ざん

事後否認

不正侵入･利用

不正侵入･流失

悪意の変更

約束の否定

暗号化

電子署名

電子署名

電子証明書の働きリスク

初めに インターネット上のリスクと電子証明書

認 証*
（本人確認）

＊ 狭義の認証の意味で、 イン
ター ネット上の本人確認を言う。

インターネット上の
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１ｰ１ 過去の電子政府を取り巻くビジネス環境予想

■今後、電子政府の実現により電子認証ビジネス市場の拡大が予想される。
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2001年度 2002年度 2003年度 2004年度 2005年度 2006年度

単位：億万円

 　電子認証ビジネス市場規模　（電子政府の要因を含めた予測値）

 　電子認証ビジネス市場規模　（電子政府の要因を除いた予測値）

電子政府の実現により、電子認証
ビジネス市場の拡大が予想される。
電子政府の要因を除いた場合と比
べ、その効果は約２．５倍あると推
定される。

2.5倍

（総務省・アクセンチュア調べ）
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１ｰ２ 電子入札と電子申請の現状

電子申請

総利用件数

オンライン
利用件数

専用システム
（ＮＡＣＣＳ、特許申請など）
利用件数

汎用システム
利用件数

４５，５９６，７３６ ５０，０８９，９３２ ８２，０９６，７８０

３７，６８８，９２８
（８２．７％）

４３，２５９，８４４
（８６．４％）

６６，５３６，６６７
（８１．０％）

３７，６８７，７７２ ４３，２５５，５９４ ６６，５３０，３１５

１，１５６
（０．００２５％）

４，２５０
（０．００８５％）

６，３５２
（０．００７７％）

総務省行政評価局「電子政府の推進に関する調査結果報告」（２００４年６月）より

（中央官庁全体）

電子入札

国土交通省調べ

（国土交通省の実施件数） 約１００件 約２，０００件 約３０，０００件

２００１年度 ２００２年度 ２００３年度

２００１年度 ２００２年度 ２００３年度



5

（１）電子入札は、中央官庁ではシステム整備は完了し、
都道府県が整備拡大の最中である。
状況としては、離陸し拡大してゆく方向である。

（２）インターネットを使った電子申請は、利用者から見て、
システム的にも、業務制度的にも、出来たばかりで
ある。申請数も僅かである。これから改善を経て、拡
大努力が必要である。

１ｰ３ 電子入札と電子申請の現状
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２ｰ１ 電子入札の事例（Ａ
県）

事業者

（法人､個人）

Ａ県庁

電子入札／調達
アプリケーション

認証局

（日本認証サービス）

③電子入札応札
ｗｉｔｈ証明書

①申請

申込書
住民票
印鑑登録証明書
在籍／資格証明書
商業登記謄本
法人印鑑証明

②証明書発行

登録
業者
ＤＢ

法人名
事業所名
（部門名）
所在地
氏名

証明書発行枚数

現在： ３，０００枚

１６年度： ４，０００枚
予定

全体のポテンシャル
（１２，０００枚程度と推定）
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Ａ県電子入札の証明書の申込画面（１）

電子証明書の申込画面の流れ
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Ａ県電子入札の証明書の申込画面（２）
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Ａ県電子入札の証明書の申込画面（３）
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Ａ県電子入札の証明書の申込画面（４）
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Ａ県電子入札の証明書の申込画面（５）
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Ａ県電子入札の証明書の申込画面（６）
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２ｰ２ 電子申請の種類

行政手続の種類

① 許認可

② 登録

③ 届出

④ 報告

本
人
申
請

代
理
申
請

＊許認可：特許、免許、許可、認可のこと。

難しい

易しい
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２ｰ３ 電子申請の事例（Ｂ
省）

業 者
（法人､個人）

Ｂ省

電子申請
アプリケーション

認証局

（日本認証サービス）

③電子入申請
ｗｉｔｈ証明書

①申請

申込書
住民票
印鑑登録証明書

②証明書発行

利用
者登
録ＤＢ

住所
（ローマ字）
氏名
（ローマ字）

業者の申請者の肩書、事
務所住所などの属性情
報の標準化は出来てい
ない

＊
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申請時の操作 （事前登録、パソコン・セッティング後の操作）
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申請データの入力

①手続の選択

②申請書様式の指定

③データの入力
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（事業者自身による営業報告の実施例）

①事前準備：
オンライン申請に先立って、紙による事前登録が必要。

②パソコンのセッティング：
ソフトのインストールが出来る人を想定すれば、システム
から十分な説明があったので、セッティング可能であった。

作業量は半日仕事。
各府省毎のセッティングが必要で、Ｊａｖａの版などで
複数府省のソフトが同居できない場合がある。

③申請時の操作：
ワープロで申請書を作成でき、Ｗｅｂで商品購入などの
各種申込みができる人ならば問題なくできる。
他の既存文書などから作成できれば、作業が簡単になる。

④感想：
システムインストールが必要な初回だった事もあり、
代理人に任せられる紙の申請の方が楽という印象を持った。
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３ 電子申請の今後の発展の為に

（１）電子化し易い申請から推進し、モデルケースを作る

・約１万３０００種類ある申請の内、２３０種で９８％であ
る。 ・年間申請数の多いものから、モデルケースとする。

（２）電子申請時の利用者のメリットを出す

・事務所・自宅でインターネットで完結的に出来

る。 ・その他手数料などの優遇処置。

（３）別添資料（紙ベース）の削減

・オンライン化推進の申請では全
廃。 ・別添資料は、初期登録の
み。 ・ｅ文書法による電子文書

の使用。

３ｰ１ 電子申請システム関連
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（４）電子申請における代理業務の活用

・代理申請と本人申請の両方に使いやすいシステ
ム。 ・（申請書）、（委任状）、（資格証明）の３点セット

の電子化。

（５）電子申請（モデルケース）を推進する団体・組織の存在

・一般に申請者は、電子申請に不慣れである、素人であるという発想
が必要。
そのため、電子申請、証明書取得の操作の支援をする必要があ
る。 ・業界・業務毎のワンストップサービ

ス、ヘルプデスクの推進。 （利用者の視点
で） ・それを推進する
団体・組織の存在が重要。
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官公庁への申請に使える電子証明書

① 公的個人認証の証明書（都道府県が発行）

② 認定認証業務の証明書（民間認証局が発行）

③ 商業登記の証明書（法務省が発行）

特に、①と②の位置付けが重要

３ｰ２ 電子証明書関連

（課題）
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（公的個人認証と認定認証業務の棲み分け）

① １階部分 格納項目：基本４情報（住所、氏名、性別、生年月日）

公的個人認証ーー＞存在認証ーー＞自然人（個人）

② ２階部分 格納項目：利用者氏名、部門名、役職名、事務所所在地など

認定認証業務ーー＞属性認証ーー＞組織人、資格人
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（存在認証と属性認証の切り分け）

人

自然人

組織人

基本４情報（住所、氏名、生年月日、性別）

その他の属性（資格など）

組織人としての属性

（肩書、事務所所在地など）

①

②

人が社会活動、経済活動をする時には、①だけでなく②の情報も使わ

れる。属性認証への強いニーズは、潜在的にある。

１階部分

２階部分

存在認証

属性認証
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（属性認証の課題）

①認証の担保性

・属性付与権限者あるいはそれに準ずる者の証明

②失効情報のタイムリーな反映

・異動、資格喪失、本人死亡などの理由による失効情

報を証明書の実用上の信頼性を損なうことなくタイムリー

な反映をする仕組み

③属性認証の業界標準の確立

・証明書の標準化による電子申請などのシステム構築

の負担軽減


